電子メール取扱規則の制定について
（骨子案）

１　電子メール関する一般規定

　（１）メールの定義

　　　・個人アドレスあてメール（組織共用されていないメールを含む。）
　　　・組織管理アドレスあてメール

（２）行政文書に該当する電子メール

　
２　知事メールに関する管理の特例
　（１）行政文書である知事メール

①　管理の対象となる知事メールの定義
　　　②　管理の方法

　　　③　管理の期間
（２）職務に関するすべての知事メール
　　　①　管理の対象となる知事メールの定義

②　管理の方法

③　知事退任後のメールの取扱い
（要領・条例との関係）

　○　電子メールに関する一般規定は、運用上、要領で定めることも可能であるが、大阪府広報に登載して公布することが義務付けられている規則の方が府の意思を明確に周知できる。また、行政文書の定義は条例に規定されているため、その取扱いについて解釈上の疑義を招かないよう定めるものであるから、規則で足りると考える。
　○　行政文書である知事メールの管理は、要領で定めることも可能であるが、規則で定めると、府の意思をより明確に周知できる。メールの管理は知事の権限に属する事務であるので、条例で定める必要はない。
　○　行政文書でない知事メールの管理は、保存に当たって過大な負担を強いるものではないことから、保存義務を課しても違法とまではいえない。
（スケジュール）

　　　１月下旬　規則案の作成
　　　２月上旬　法務課との調整・審査
　　　２月中旬　パブリックコメント

　　～３月中旬

　　　３月下旬　パブリックコメント対応

規則制定手続き
　　　４月～　　実施
